
備考

交付金の配分方法

目的に沿って使われているのか、問題はないか等の質問が議会で出ている。

対　象　数

計画体系
(節) 4-3　いきいきとした生涯学習の充実

４．ふるさとを育む人と文化のまちづくり

町内各行政区で展開されているコミュニティ活動の充実を図るための諸活動や事業に対して交
付金を交付し、自治と連帯に根ざした地域社会の実現と豊かで活力のあるまちづくりに資す
る。

交付額　　均等割額　１行政区５００，０００円　及び戸数割額　１戸当たり２，５００円を限度
交付金の使途が目的にそぐわない内容のものが見られる。
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各字自治振興交付金

１．事務事業の概要

H19-B-03

事務事業名
自治防災振興課

２３行政区

平成１８年度

事業の種別

内容と目的

法定受託事務□

平成１７年度

課題と改善

住民意見

一般会計

現状と結果

美里町自治振興交付金交付要綱

統合の検討可能な
関連・類似事業

根拠法令等

自治事務（任意） 自治事務（義務） □

開始・終了年度

0

対　象　数
２３行政区

平成１６年度

20,000

0

平成１６年度

財源
内訳

0 0

平成１７年度

20,00020,000

0

00

20,000

0

20,000

0

平成１９年度　事務事業評価表

一般財源

その他特定財源

２．経費

事業費　（千円） 20,000

国・県支出金

受益者負担

平成１２年度（初年度）１２，１９５千円
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５．外部意見聴取

評価に対する意見

町で管理する事業を地域で取り組むなど、行政区の役割は大きいが、今日の町の行財政
を勘案すると、自治振興交付金の見直しに着手せざるを得ない。よって、共助・共生・共存
を基本に、次年度予算から自治振興交付金を１，０００万円に減額とする。
内容及び使途については、申し合わせ事項の「均等割」、「戸数割」、「団体への補助金」、
「区長活動費」を減額する必要がある。

予算反映 １．現状どおり  ２．増額　　３．減額　　４．廃止

評価理由

自治活動の活性化等に必要な交付金であり、町で管理する事業を地域で取り組むなど今
以上の有効活用が必要であるが、目的に沿った使い方となっているか、内容について精査
すべきである。また、交付金という制度に合わせた交付をするため、申し合わせ事項を見
直す必要がある。

評価理由
行政区内の道水路等の環境整備と地域全体で取組むコミュニティ活動に限り、必要な経費
を交付するものとし継続する

４．２次評価

総合評価 １．見直しの必要なし
見直しの必要あり
 ２．改善　　３．充実　　４．縮小　　５．統合　　６．廃止

総合評価 １．見直しの必要なし
見直しの必要あり
 ２．改善　　３．充実　　４．縮小　　５．統合　　６．廃止

予算反映 １．現状どおり  ２．増額　　３．減額　　４．廃止

コメ
ント

コメ
ント

(2)

有
効
性

効
率
性

(1)

(2)

(1)

コメ
ント

一部達成している 達成している

□ 一部可能である 可能である

一部使途について、妥当性にかけるものも見受けられる

コメ
ント
事業の性質上できない

達成していない

妥当ではない

変わった

見直す余地はない ■ 検討の余地がある 見直す余地がある

可能でない

■

妥当である □ あまり妥当でない

(3)

コメ
ント
使途を明確にし、実施する必要あり

交付金の使途の明確化

地域の環境美化活動事業への取組みが見られる

(1)

変わっていない □ 一部変わった

評価項目と評価の視点 評　価　・　評価コメント

(2)

(3)

事業の実施により初期
の目的や目標をどの程
度達成しているか

事業の
必要度

社会環境や住民ニーズ
などかの変化により事
業の必要性や役割は変
わっていないか

３．１次評価

妥
当
性

事業を町以外（民間や
国・県など）に任せるこ
とができるか

事業実施の目的として
対象者は妥当か
特定の団体や個人に
偏っていないか

受益と負担
との相関度

効率性の
向上度

行政コスト
の削減度

事業の
見直し度

成果の
達成度

実施主体の
代替度

対象設定の
妥当度

成果の状況を踏まえ、
事業内容を見直す余地
はあるか

コメ
ント
使用目的を明確にすることで可能と思われる

行政サービスの内容と
負担を比較して、受益
者負担の適正化の余地
があるか

事業の効率性を上げる
ため他の事業との統合
や事務の省力化など見
直しの余地があるか

検討の余地がある■

検討の余地がある 見直す余地がある

できる

□

経費節減によりサービ
ス水準を低下させずに
コストを下げることがで
きるか

適正化の余地はない □

できない

見直す余地はない

コメ
ント
受益者負担なし

コメ
ント
事業の性質上できない

適正化の余地がある検討の余地がある


